Ⅲ.安心・安全な学校教育環境について
　昨年暮れのいじめ問題に続いて、今度は教師の体罰が大きな社会問題となっています。学校現場が子どもを死へと追いやる舞台となってしまっているのは残念でなりません。

　文部科学省の調べでは、全国の公立小中学校や特別支援学校で2011年度に体罰を理由に処分された教職員は404人に上るとされています。その3割程度が部活動絡みだということです。最近10年間を見ても400人前後で推移していて大きくは減っていません。

 

　問題なのは大阪の高校バスケ部での体罰情報では11年9月に市の公益通報窓口を介して市教委に、体罰が日常化していることが寄せられていたのに、高校は顧問の否定的な言い分を鵜呑みにして「体罰はなかった」と結論づけていたことです。

　また自殺前日の練習試合では、副顧問ら教員2人が近くで顧問の体罰を目撃していたのに、二人とも、恩師であり、上位である顧問に異論を挟めなかったということです。

　これでは体罰情報が闇から闇へ葬られていたというほかはありません。文科省の統計に表れない水面下の体罰は想像以上に多発しているのではないでしょうか。いじめと同様に徹底した実態調査が必要です。

　体罰を情熱や熱血とすり替え教育を放棄してはならない。大阪の男子高校生の死を無駄にしてはならないという強い決意で、以下伺います。

（1）大阪のバスケットに励んでいた高校生が自殺した事件について教育長の見解を伺います。

（2）「学校教育法」では学校現場の体罰は禁止されていますが、我がまちの実態について伺います。

（3）教訓として「子のサインを見逃さない」、「悩み話せる環境」が指摘されています。本市の対応について伺います。

（4）昨年、大きく問題になった、いじめ問題と併せ、これらをどのように総括し、子どもたちの安心安全な学校教育の確立について、取り組んでいく考えなのか伺います。

【参考】

公明12/12/19　相談できる環境づくりを、13/01/01 困ったら電話相談を、

13/01/09　人権擁護委員の活用を
読売12/12/28　いじめ根絶の一歩　　12/12/08　いじめSOSリスト化
朝日13/01/09　体罰、自殺生徒に集中か　13/01/10　「他の部員にも体罰」
中日13/01/11　「学校に体罰はいらない」

朝日13/01/12　「学校消えぬ体罰」　　13/01/13　「体罰の認識甘すぎた」
読売13./01/14　「体罰は一番ひきょうだ」
中日13/01/15　「体罰生んだ閉鎖空間」
【考えられる展開】

　「各小中学校へのスクールカウンセラーや児童支援専任教諭などの常時配置による相談しやすい環境づくりや、学校だけで解決が難しい、いじめ問題の解決を地域が総力を挙げて支援する「学校支援地域本部」の設置などを掲げている。また第三者的な立場の「人権擁護委員」の積極的な活用などの提案をしてみよう 
